
船橋市指定障害福祉サービス事業等の介護給付費等の算定に係る体制等に関する様 

式等を定める要綱 

 

（趣旨） 

 第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第３６条第１項、第３８条第１項、法第

５１条の１９第１項及び法第５１条の２０第１項の指定障害福祉サービス事業者、指定

障害者支援施設、指定一般相談支援事業者及び指定特定相談支援事業者（以下「指定障

害福祉サービス事業者等」という。）に支給する介護給付費、訓練等給付費、地域相談支

援給付費又は計画相談支援給付費（以下「介護給付費等」という。）の算定に関し、必要

な様式等を定めるものとする。 

（体制等の届出） 

 第２条 指定障害福祉サービス事業者等は、法第２９条第１項、法第５１条の１４第１項 

及び法第５１条の１７第１項に規定する介護給付費等の算定にあたり必要な体制等に関

する事項を、あらかじめ、介護給付費等の算定に係る体制等に関する届出書（第１号様

式）に、必要な付表等を添えて、市長へ届け出なければならない。 

 

附 則 

  この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

  この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

  この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。  

附 則 

  この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。  

附 則 

  この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。  

附 則 

 この要綱は、令和３年１０月１日から施行する。 

  



第１号様式 

介護給付費等の算定に係る体制等に関する届出書 

年  月  日 

船橋市長 あて 

届出者 所 在 地 

    事業者名 

    代表者名                

 

このことについて、関係書類を添えて以下のとおり届け出ます。 

  

届
出
者 

フリガナ   

名称   

所在地 

（郵便番号     －     ） 

       県        郡市 

  

  

連絡先 電話番号   ＦＡＸ番号   

法人の種別   法人所轄庁   

代表者の職・氏名 職名   氏名   

代表者の住所 

（郵便番号     －     ） 

       県        郡市 

  

  

主
た
る
事
業
所
の
状
況 

フリガナ   

名称   

指定事業所番号                      

所在地 

（郵便番号     －     ） 

       県        郡市 

  

  

連絡先 電話番号   ＦＡＸ番号   

管理者の氏名 職名   氏名   

管理者の住所 

（郵便番号     －     ） 

       県        郡市 

  

  



 

 

届
出
を
行
う
事
業
所
・
施
設
の
種
類 

同一所在地において行う 

事業等の種類 

実施 

事業 
指定年月日 異動等の区分 異動（更新）年月日 

介
護
給
付 

居宅介護     １新規 ２更新 ３変更 ４終了 

 
重度訪問介護     １新規 ２更新 ３変更 ４終了   

同行援護     １新規 ２更新 ３変更 ４終了 
 

行動援護     １新規 ２更新 ３変更 ４終了   

療養介護     １新規 ２更新 ３変更 ４終了   

生活介護   
 

１新規 ２更新 ３変更 ４終了 
 

短期入所     １新規 ２更新 ３変更 ４終了   

重度障害者等包括支援     １新規 ２更新 ３変更 ４終了   

施設入所支援     １新規 ２更新 ３変更 ４終了   

訓
練
等
給
付 

自立訓練     １新規 ２更新 ３変更 ４終了   

就労移行支援     １新規 ２更新 ３変更 ４終了   

就労継続支援     １新規 ２更新 ３変更 ４終了 
 

就労定着支援   １新規 ２更新 ３変更 ４終了  

自立生活援助   １新規 ２更新 ３変更 ４終了  

共同生活援助     １新規 ２更新 ３変更 ４終了 
 

相
談
支
援
事
業 

地域移行支援     １新規 ２更新 ３変更 ４終了   

地域定着支援 
  

１新規 ２更新 ３変更 ４終了   

計画相談支援     １新規 ２更新 ３変更 ４終了   

特
記
事
項 

変更前 変更後 

 
 

 
 

関係書類 別紙のとおり 


